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【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
22%

2号保険料
28%

【財源構成】

国 39%

都道府県
19.5%

市町村
19.5%

1号保険料
22%

介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業

○二次予防事業
○一次予防事業
介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援
業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

改正前と同様

事業に移行
訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

＜改定前＞ ＜改定後＞介護保険制度

全市町村で実
施

○地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携推進事業
○認知症総合支援事業
（認知症初期集中支援推進事業、認知症地域支援・ケア
向上事業）

○生活支援体制整備事業
（コーディネーターの配置、協議体の設置 等）

平成３０年４月
には、全市町村
で実施

平成２９年４月
には、全市町村
で実施

第１節 高齢社会対策、高齢者福祉対策

１ 新しい地域支援事業の全体像

あおもり高齢者すこやか自立プランは、県内市町村の老人福祉事業の供給体制を広域的に支援するための計画である老人福祉計画と、

県内市町村の介護保険事業の運営を支援するための計画である介護保険事業支援計画とを一体的に策定したものです。

また、「青森県基本計画未来を変える挑戦」の趣旨に沿った高齢者福祉及び介護保険事業に関する個別計画です。

１．プランの性格、位置付け

青森県基本計画未来を変える挑戦

あおもり高齢者すこやか自立プラン

青森県高齢者居住安定確保計画

青森県住生活基本計画青森県健康増進計画
（健康あおもり21）

青森県医療費適正化計画青森県障害福祉計画

青森県地域福祉支援計画青森県保健医療計画

整合

調和

市町村
老人福祉計画

市町村
介護保険事業計画個

別
計
画

支援

２．計画期間

平成２７年度～平成２９年度（３年間）

市町村計画

２ あおもり高齢者すこやか自立プラン２０１５（平成２７年３月策定）
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３．老人福祉圏域の設定

本プランにおいては、保健・医療・福祉の連携を確保するため、青森、津軽、八戸、西北五、下北及び上十三
の６圏域を設定します。
この圏域は、青森県保健医療計画の二次保健医療圏と一致しています。
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65～74歳の高齢単身者数 75歳以上の高齢単身者数

１．総人口・生産年齢人口は減少、高齢者人口は増加

４．青森県の現状と課題

３．認知症高齢者は今後も増加 ４．高齢者一人当たり介護給付費は全国より高い

◯高齢者一人ひとりが、生涯にわたり生きがいをもち、その有する能力に応じて最期まで自立した生活を送ることができるよう、活躍の場づくり
や長寿の喜びを実感できる環境づくりを進めるとともに、介護予防の取組を進めること
◯高齢者が自立した日常生活を営むことができるよう、一人ひとりのニーズを的確に捉え、必要な介護サービスを受けられる体制を整備すること

◯介護保険制度への信頼性を高め、高齢者が安心できる、持続可能な介護保険制度の運営がなされるよう、適切な介護サービスの確保と費用
の効率化を進めること

課
題

２．高齢単身者は今後も増加

58,800 
62,100 62,300 

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

平成２７年 平成３２年 平成３７年

（人）（％）（万人）

（人）

（円）

推計値

（2025）

（2025）

（2025）

推計値

+ 4,177+ 3,952 + 3,958
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５．プランの体系及び具体的施策

高齢者が生きが
いを持ち、

介護が必要に
なっても住み慣
れた地域で

安心して暮らせ
る青森県

基本理念

（１）高齢者が人生
の最期まで自分らし
い暮らしができる青
森県

（２）高齢者一人ひ
とりのニーズに合っ
た介護サービスが
受けられる青森県

（３）持続可能な介
護保険制度の運営
により高齢者が安
心できる青森県

（１）生涯現役で活
躍できる社会づくり

（３）地域生活支援
体制の整備

（２）高齢者の健康
づくりと介護予防の
推進

（４）介護サービス
の充実と質の確保

基本目標 推進戦略

（１）高齢者の活躍の場づくり
（２）長寿の喜びを実感できる環境づくり

（１）保健・医療・福祉包括ケアシステムの充実
（２）在宅医療・介護連携の推進
（３）認知症対策の推進
（４）生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進
（５）高齢者の尊厳の保持と権利擁護
（６）地域における相談支援体制の整備
（７）高齢者が安全・安心に暮らせる環境づくり

（１）高齢者の健康づくり
（２）介護予防

（１）高齢者のニーズに合った介護サービスの提供
（２）在宅サービス(居宅サービス・地域密着型サービス)
（３）施設、居住系サービス
（４）ケアマネジメント、介護支援専門員
（５）質の高い介護人材の確保・育成
（６）良質な事業者が選択される環境整備とサービス
の質の向上を図る支援体制等の整備
（７）持続可能な介護保険制度の運営

具体的施策

あおもり高齢者すこやか自立プラン２０１５（全体像）

（１）高齢者が人生の最期まで自分らしい暮らしができる青森県
（２）高齢者一人ひとりのニーズに合った介護サービスが受けられる青森県
（３）持続可能な介護保険制度の運営により高齢者が安心できる青森県

元気高齢者 虚弱高齢者
要介護認定（要支援認定）を受けた高齢者

要支援の方 軽度（要介護１・２）の方 中度・重度（要介護３～５）の方

主
な
取
組

基本理念 高齢者が生きがいを持ち、介護が必要になっても住み慣れた地域で安心して暮らせる青森県

在宅医療･介護連携の推進生活支援・介護予防サービスの
基盤整備の推進

認知症対策の推進

高齢者が安全・安心に暮らせる環境づくり

地域における相談支援体制の整備

（３）地域生活支援体制の整備

在宅サービス（居宅サービス、地域密着型サービス）

施設・居住系サービス
（特別養護老人ホーム、老人保健施設、認知症高齢者グループホーム等）

（２）高齢者の健康づくりと介護予防の推進

質の高い介護人材の確保・育成

ケアマネジメント・介護支援専門員

持続可能な介護保険制度の運営

（４）介護サービスの充実と質の確保

老人福祉計画

介護保険事業支援計画

施設・居住系サービス（養護老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅等）

高齢者の健康づくり

介護予防

（１）生涯現役で活躍できる社会づくり
（２）高齢者の健康づくりと介護予防の推進
（３）地域生活支援体制の整備
（４）介護サービスの充実と質の確保

推進戦略基本目標

良質な事業者が選択される環境整備とサービスの質の向上を図る支援体制等の整備

高齢者のニーズに合った介護サービスの提供

高齢者の活躍の場づくり

長寿の喜びを実感できる環境づくり

（１）生涯現役で活躍できる社会づくり

保健･医療･福祉包括ケアシステムの充実

高齢者の尊厳の保持と権利擁護
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1,708
1,699

1,657

65,203

61,969

58,678

54,000

56,000

58,000

60,000

62,000

64,000

66,000

1,630

1,640

1,650
1,660

1,670

1,680

1,690
1,700

1,710

1,720

平成23年度 平成24年度 平成25年度

クラブ数 会員数

2,500

2,600

2,700

2,800

2,900

3,000

3,100

3,200

3,300

0
5,000

10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000
40,000
45,000

平成23年度 平成24年度 平成25年度

会員数（人） 受注件数（件） 契約金額（百万円）

42,298

7,079

41,900
3,241

2,947 2,785

◯高齢者が「支える側」として活躍できる仕組みづくりの推進
◯ボランティア活動に取り組む高齢者の育成
◯青森県シルバー人材センター連合会等と連携した就業機会の拡大
◯シニア世代の起業意識の醸成

15.0 

26.0 

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

青森県 全国

15.8 

23.5 

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

青森県 全国

- 7.7

（１）生涯現役で活躍できる社会づくり推進戦略

６５歳以上のボランティア活動行動者率 ６５歳以上の学習・自己啓発・訓練活動行動者率 シルバー人材センターの受注状況等 老人クラブ数及び会員数

（％）
（％）

（人、件） （百万円） （クラブ） （人）

（平成23年度） （平成23年度）

現

状
・
課
題

推
進
戦
略

減少傾向参加率が低い 参加率が低い

取
組

・
具
体
的
施
策

減少傾向

高齢者が、生涯にわたり生きがいをもち、自分らしい暮らしができるよう、高齢者の活躍の場づくりや長寿の喜びを実
感できる環境づくりを推進します。

高齢者の活躍の場づくり

長寿の喜びを実感できる環境づくり

◯多世代交流の場づくりの推進
◯老人クラブ活動への支援
◯高齢者の学習・スポーツ活動の普及

達成目標

目標指標 現状値
平成２９年度
目標値

市町村地域支援事業の生活
支援サービスの担い手とし
て働く高齢者数

－ 増加

シルバー人材センターの受
注件数

４１，９００件 増加

高齢者の交流の場を設置す
る市町村数

－ １０市町村

高齢者対象の学習事業を実
施している市町村

２８市町村 ４０市町村

- 11.0

7,713

42,393

7,279

6.19 

7.79 

5.00

5.50

6.00

6.50

7.00

7.50

8.00

対象者に占める割合

青森県 全国

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

８０歳で２０歯以上の

自分の歯を有する者

の割合

特定健康診査の実施率 後期高齢者の健康診査受診率

青森県 全国

19.2

24.5
- 5.3

（平成２２年度） （平成２４年度）

2.0

1.5

21.2

15

17.9

16.5

27.1

30.4

13.4

15.3

7.2

7.9

6.7

8.0

4.4

5.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 国

青森県

非該当 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４

+ 4.9

◯特定健康診査、特定保健指導及び後期高齢者の健康診査受診率の向上
◯高齢者を含む各ライフステージに応じた健康づくりの推進

（２）高齢者の健康づくりと介護予防推進戦略

（％）

（％）

（平成26年7月）

現

状
・
課
題

推
進
戦
略

参加率が低い 中重度者の割合が高い

取
組

・
具
体
的
施
策

高齢者が、人生の最期まで自立した日常生活を送ることができるよう、高齢者の健康づくりと介護予防を推進します。

高齢者の健康づくり

介護予防

◯ロコモティブトレーニングの普及
◯市町村へのリハビリテーション専門職の派遣調整
◯介護予防のための「つどいの場」づくりの推進
◯介護予防事業の効果検証

達成目標

目標指標 現状値
平成２９年度
目標値

後期高齢者の健康診査
受診率

１９．２％ ２５．０％

特定健康診査の実施率
（４０歳～７４歳）

３５％ ６８％以上

要支援１・２の方の維持・
改善率

８７．７％ ９０％

介護予防のための高齢
者の「つどいの場」を有
する市町村

１５市町村 ４０市町村

二次予防事業対象者（要介護状態となるおそれの
高い方）の介護予防事業への参加状況

要介護５

３６．６

３１．７

新規の要介護認定者の要介護区分 高齢者の健康等に関する現状

（平成25年度）

80歳で20歯以上の自分の歯を有する者、特定
健康診査の実施率、後期高齢者の健康診査
受診率の割合が低い

- 1.60 - 18.2

22.0

40.2 43.2

35.0

- 8.2

（平成２２年度）
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9

14

21

25

35

0 10 20 30 40

政策の形成

地域づくり・資源開発

地域課題の抽出

地域包括支援ネットワークの構築

個別ケースの検討

4% 24% 46% 12% 7%

2%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
自宅で家族中心で介護を受けたい

自宅で家族の介護と外部の介護サービスを組み合わせて介護を受けたい

家族に依存せずに生活できるような介護サービスがあれば自宅で介護を受けたい

有料老人ホームやケア付き高齢者住宅に住み替えて介護を受けたい

特別養護老人ホームなどの施設で介護を受けたい

医療機関に入院して介護を受けたい

その他、無回答

（３）地域生活支援体制の整備推進戦略

（市町村）

現

状
・
課
題

推
進
戦
略

自宅で介護を受けたいという希望が多い

取
組

・
具
体
的
施
策

高齢者が必要なサービスを受けられるよう、保健・医療・福祉包括ケアシステムの充実、在宅医療・介護連携の推進、認知症対策
の推進、生活支援・介護サービスの基盤整備の推進等、地域生活支援体制の整備に取り組みます。

保健・医療・福祉包括ケアシステムの
充実

達成目標

目標指標 現状値
平成２９年度
目標値

認知症初期集中支援チーム
ム設置市町村数

－ ４０市町村

生活支援サービスを実施す
る市町村数

－ ４０市町村

地域ケア会議において政策
の形成まで行う市町村

９市町村 ４０市町村

市民後見推進事業実施市
町村数

４市 １０市町村

（平成22年） （平成25年度）

介護場所に関する希望（本人が介護が必要になった場合）

58,800 

62,100 62,300 

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

平成２７年 平成３２年 平成３７年

施策に反映させるなどの政策形成まで
行う市町村は少ない

認知症高齢者数 各市町村の地域ケア会議の開催状況

今後も増加

在宅医療・介護連携の推進

地域における相談支援体制の整備

高齢者の尊厳の保持と権利擁護

認知症対策の推進

生活支援・介護予防サービスの基盤
整備の推進

高齢者が安全、安心に暮らせる環境
づくり

◯全市町村と個別に懇談会の実施
◯取組の推進に関する全県レベルでの方向性の検討

◯市町村の共同実施、市町村と郡市医師会との調整

◯認知症サポーター、キャラバンメイトの養成
◯早期発見・早期対応の体制の構築支援

◯市町村における生活支援サービスの担い手確保への支援
◯生活支援コーディネーターの養成

◯高齢者虐待防止の啓発、高齢者権利擁護相談支援事業の実施

◯地域包括支援センターの機能強化
◯市町村における地域ケア会議の充実

◯「青森県福祉のまちづくり条例」整備基準適合施設の増加
◯既存公営住宅等のバリアフリー化の推進
◯地域における見守り活動の推進

（人）

（2025）

７１％

◆認知症への理解を深めるための普及・啓発

◆早期発見・早期対応を軸とした医療、介護等の推進体制の構築
◆認知症の本人とその家族への支援

◆若年性認知症対策

取組方針（枠組み）

「認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けることができる社会」の実
現を目指す。
「認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けることができる社会」の実
現を目指す。

認知症への理解を深めるための普及・啓発

県広報の活用
認知症キャラバン・メイト養成研修 拡充

体 制 整 備

人 材 育 成

市 町 村 支 援

早期発見・早期対応を軸とした医療、介護等の推進体制の構築

認知症疾患医療センター運営事業
医療職向け認知症対応力向上研修 一部 新

介護職向け認知症対応力向上研修 一部 新

認知症初期集中支援チーム員・認知症地域
支援推進員育成研修 拡充

認知症早期発見・早期対応のための連携体
制強化事業(重点事業 ２年目)

認知症施策市町村等セミナー

認知症の本人とその家族への支援

権利擁護等推進事業

市民後見推進事業 拡充

若年性認知症対策

若年性認知症総合支援センター 新

認知症施策推進協議会認知症施策推進協議会

市民後見人育成・活用推進事業 新

「認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けることができる社会」の実
現を目指す。
「認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けることができる社会」の実
現を目指す。

県の認知症施策の方向性
３ 認知症対策（平成２８年度県認知症施策事業計画）
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体 制 整 備
内容 委託先等

認知症施策推進協議会
医療・介護・福祉等の関係者による協議会において、県内の総

合的な認知症施策の推進に向けた協議を行う。

認知症への理解を深めるための普及・啓発

県広報の活用
若年性認知症総合支援センターの開設と併せて認知症に関す
る普及啓発を実施

９月　ラジオ（FM青森）
２月　テレビ（ATV)

早期発見・早期対応を軸とした医療、介護等の推進体制の構築 

認知症疾患医療センター運営事業
県内５か所の医療機関を地域型認知症疾患医療センターに指
定し、専門医療機関・地域連携推進機関としての役割を担う

つくしが丘病院
弘前愛成会病院
青南病院
つがる総合病院
高松病院

認知症地域連携懇談会 県内６保健所で実施

（認知症早期発見・早期対応のための連携体制強化事業）

認知症の本人とその家族への支援

新 市民後見人育成・活用推進協議会 県内７地域で実施

（市民後見人育成・活用推進事業）
（青森・弘前・八戸・五所川原・
十和田・むつ・野辺地）

若年性認知症対策

新 若年性認知症総合支援センター
若年性認知症支援コーディネーターを配置し、本人・家族・関係
機関からの相談支援、サービス調整を行う。

新 若年性認知症自立支援ネットワーク会議
医療・介護・福祉・雇用の関係者が連携し、本人の状態に合わ
せた適切な支援が図られるような若年性認知症自立支援ネット
ワークを構築するための会議を開催。

（若年性認知症総合支援センター事業）

名称

拡充

二次医療圏毎に市町村・地域包括支援センター・認知症サポー
ト医・専門医療機関等が参集し、認知症施策総合推進事業の実
施を含めた認知症地域支援体制の構築に向けて懇談会を実施
する。（ 高齢福祉保険課実施→ 各県民局実施）

総合支援センター委託事業所

支部・出張所を含む家庭裁判所の設置範囲に協議会を設置し、家
庭裁判所管轄内の市町村において、市民後見人養成研修の複数
市町村による共同実施や、養成された市民後見人の活用に向けた
協議を行う。

人 材 育 成
対象 委託先

認知症への理解を深めるための普及・啓発

認知症キャラバン・メイト養成研修 要件を満たす者 認知症の人と家族の会青森県支部

認知症キャラバン・メイトフォローアップ研修 県内のキャラバン・メイト 認知症の人と家族の会青森県支部

早期発見・早期対応を軸とした医療、介護等の推進体制の構築 

認知症サポート医養成研修 医師 国立長寿医療研究センター

認知症サポート医ステップアップ研修 認知症サポート医・医療介護の関係者 県直営

医療従事者向け認知症対応力向上研修

かかりつけ医 かかりつけ医 県医師会

病院勤務の医療従事者 病院（急性期病棟を想定）勤務の医療従事者　医師、看護師等 県医師会

新 看護師 急性期病院で指導的な役割を担う看護師 県看護協会

新 歯科医師 歯科医師 県歯科医師会

新 薬剤師 薬剤師 県薬剤師会

認知症初期集中支援チーム員研修 県内市町村の認知症初期集中支援チーム員（市町村職員等） 国立長寿医療研究センター

認知症地域支援推進員研修 県内市町村の推進員（市町村職員等） 認知症介護研究・研修東京センター

新 認知症地域支援推進員ネットワーク連絡会 県内市町村の推進員（市町村職員等）

認知症施策市町村等セミナー 市町村職員・地域包括支援センター職員・保健所職員等

介護従事者向け認知症対応力向上研修

認知症対応型サービス事業開設者研修 事業所を開設している（しようとしている）法人代表者又は事業所の管理者 県老人福祉協会

認知症対応型サービス事業管理者研修 事業所の管理者に就任予定（未受講者の管理者含む）の者 県老人福祉協会

小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 計画作成担当（就任予定含む）の介護支援専門員 県老人福祉協会

認知症介護指導者フォローアップ研修 認知症介護指導者 認知症介護研究・研修仙台センター

新 認知症介護基礎研修事業 実務経験２年未満の介護職員等 県老人福祉協会

介護実践リーダー研修 実務経験５年以上で、実践者研修受講後１年以上経過したケアチームのリーダー（予定を含む）の者 県老人福祉協会（指定機関）

介護実践者研修 実務経験概ね２年程度の者 県老人福祉協会（指定機関）

認知症の本人とその家族への支援

高齢者権利擁護研修会 市町村・地域包括支援センター職員

新 市民後見人養成研修 成年後見として活動する意欲のある方（市民後見人養成未実施の市町村優先） 県社協

若年性認知症対策

若年性認知症自立支援ネットワーク研修 若年性認知症の人への支援に携わる者 総合支援センター委託事業所

名称
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市町村支援 （全事業再掲）

内容 委託先等

認知症への理解を深めるための普及・啓発

拡充 認知症キャラバン・メイト養成研修
市町村の認知症サポーター養成事業が活性化されるよう、認知症サ
ポーター養成講座の講師である認知症キャラバン・メイトを養成す
る。

認知症の人と家族の会青森県支部

認知症キャラバン・メイトフォローアップ研修 認知症キャラバン・メイトの資質向上と活動促進を図る。 認知症の人と家族の会青森県支部

早期発見・早期対応を軸とした医療、介護等の推進体制の構築 

認知症初期集中支援チーム員研修 ２８年度中にチーム員として配置された職員の資質向上を図る 国立長寿医療研究センター
認知症地域支援推進員研修 ２８年度中に推進員として配置されたた職員の資質向上を図る 認知症介護研究・研修東京センター

新 認知症地域支援推進員ネットワーク連絡会 県内市町村の推進員のネットワーク化や資質向上を図る 県直営

認知症地域連携懇談会 県内６保健所で実施

（認知症早期発見・早期対応のための連携体制強化事業）

認知症施策市町村等セミナー
市町村等職員を対象に、市町村の先進事例の収集・提示等により県
全体の認知症施策の底上げを目的に研修会を開催する。（２回開催
予定）

認知症の本人とその家族への支援

高齢者権利擁護研修会
市町村・地域包括支援センターの職員を対象に、高齢者虐待に係る
実践的対応能力向上と成年後見制度の知識向上を図る。

県直営

新 市民後見人養成研修
市民後見人養成未実施の市町村優先に市民後見人を養成し、市町
村の市民後見に関する取組・体制整備を支援する。

県社協

新 市民後見人育成・活用推進協議会 県内数カ所で実施

（市民後見人育成・活用推進事業）

若年性認知症対策

新 若年性認知症総合支援センター
若年性認知症支援コーディネーターを配置し、本人・家族・関係機関
（市町村含む）からの相談支援、サービス調整を行う。

新 若年性認知症自立支援ネットワーク会議
医療・介護・福祉・雇用の関係者が連携し、本人の状態に合わせた
適切な支援が図られるような若年性認知症自立支援ネットワークを
構築するための会議を開催。

（若年性認知症総合支援センター事業）

名称

総合支援センター委託事業所

拡充

二次医療圏毎に市町村・地域包括支援センター・認知症サポート
医・専門医療機関等が参集し、認知症施策総合推進事業の実施を
含めた認知症地域支援体制の構築に向けて懇談会を実施する。（ 
高齢福祉保険課実施→ 各県民局実施）

支部・出張所を含む家庭裁判所の設置範囲に協議会を設置し、家庭
裁判所管轄内の市町村において、市民後見人養成研修の複数市町
村による共同実施や、養成された市民後見人の活用に向けた協議
を行う。

市
町
村

県

認知症の理解を深めるための

普及啓発
早期発見・早期対応を軸とした
医療、介護等の推進体制の構築

認知症の本人と
その家族への支援

体
制
の
推
進

人
材
育
成

市
町
村
支
援

・養成講座
・フォローアップ研修
・上級講座
（任意事業）

県職員対象の認知症
サポーター養成講座

認知症サポーター
目標7万人（ 末）

青森県認知症施策推進会議

認知症初期集中支援推進事業 認知症地域支援・ケア向上事業

認知症総合支援事業

認知症介護基礎研修（新規）
認知症介護実践者等養成研修

認知症初期集中支援チーム員・
認知症地域支援推進員育成研修

認知症疾患医療センター（５か所）

高齢者権利擁護等推進事業

・高齢者権利擁護相談支援事
業
・高齢者権利擁護研修会

認知症市町村連絡会（セミナー）

認知症高齢者見守り事業
（任意事業）

市民後見推進事業 高齢者虐待防止対策

包
括
的
支
援
事
業

在宅医療介護連携事業 地域ケア会議推進事業

認知症サポーター

生活支援体制整備事業

・養成研修

・フォローアップ研修

キャラバン・メイト

平成30年度までに全市町村で実施。取り組みが進んでおらず支援必要。

認知症早期発見・早期対応のた
めの連携体制強化事業（重点）

圏域の実情に応じた体制づくり

平成28年度認知症施策事業体系図

認知症ケアパスの作成

認知症カフェ・認とも
など

◆新オレンジプランを踏まえた認知症施策の推進 ◆2025年地域包括ケアシステム構築に向けた市町村支援強化

県
民
局

若年性認知症総合支援センター（新規・１か所）

認知症地域連携懇談会
（二次保健医療圏毎）

認知症サポート医

・ステップアップ研修
・養成研修派遣（１２名）

医療従事者向け認知症対応力向上研修

・かかりつけ医
・病院勤務の医療従事者
・看護師（新規）

・歯科医師（新規）
・薬剤師（新規）

市民後見推進事業

市民後見育成・活用推進事業
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1,164 

321 

1,420 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

青森

津軽

八戸

西北五

下北

上十三

平成26年度見込 平成26年度から平成29年度の増加分

21,731 

29,122 

31,026 

33,392 

21,731 

26,999 

29,287 32,072 

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

平成24年 平成29年 平成32年 平成37年

介護職員数（需要推計） 介護職員数（供給推計）

（円）
現

状
・
課
題

推
進
戦
略

施設サービス利用者が多いほど
介護保険料が高い

取
組

・
具
体
的
施
策

高齢者一人ひとりのニーズを的確に捉え、必要な介護サービスを受けられる体制を整備するため、高齢者のニーズに合った介護
サービスの提供、質の高い介護人材の確保・育成等に取り組みます。
また、介護保険制度への信頼性を高め、持続可能な介護保険制度の運営に取り組みます。

高齢者のニーズに合った介護サービスの提供 達成目標

目標指標 現状値
平成２９年度
目標値

主任介護支援専門員 ９００人 １，２００人

適正な事業運営、処遇改善
及び育成を行っているもの
として県の認証を受ける介
護サービス事業所数

０事業所 増加

第７期の第１号介護保険料
の対全国基準

１１０％ １０７％以下

介護給付適正化の主要５事
業全てを実施する市町村数

１９市町村 ４０市町村

平成37年には約1,300人不足

在宅サービス（居宅サービス・地域密着
型サービス）

持続可能な介護保険制度の運営

質の高い介護人材の確保・育成

施設・居住系サービス

ケアマネジメント、介護支援専門員

良質な事業者が選択される環境
整備とサービスの質の向上

◯在宅サービスを基本とした介護サービスの充実

◯定期巡回・随時対応型サービス、看護小規模多機能型居宅
介護、小規模多機能型居宅介護の普及

◯施設サービスは地域密着型サービスを中心に整備

◯介護支援専門員の研修の充実

◯サービス利用者の自立支援に資するケアマネジメントが適切
に行われるよう居宅介護支援事業所の指導を実施

◯参入促進のためのイベントの実施
◯資質向上のための研修の実施
◯労働環境・待遇改善のためのセミナーの実施

◯介護予防の取組の推進
◯介護給付適正化の取組の推進

◯適切なサービスを提供する事業所の職員の処遇向上に積極
的に取り組む事業所の公表

◯集合住宅の運営事業者と同一の事業者が居宅介護支援、訪
問介護、通所介護を実施しているもの等について重点的に実地
指導を実施

中重度の要介護者を支える在宅サービス（小規
模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型
サービス、看護小規模多機能型居宅介護）の増
加見込量

介護職員の需給推計

- 1,320

（2025）

介護保険料（平成２４年度～平成２６年度）

5,491 

4,972 

4,000

4,500

5,000

5,500

青森県 全国

全国平均より約１割高い
（人）

5,546 

6,170 

4,800 

125.5 

136.9 

122.8 

110.0

115.0

120.0

125.0

130.0

135.0

140.0

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

青森市 弘前市 八戸市

介護保険料

（特養利用者＋老健利用者）／要介護認定者1,000人当たり

（人）
（人）全ての圏域で増加する見込み

※介護給付適正化の主要５事業
認定調査状況チェック、ケアプラン点検、住宅改修等の点検、
縦覧点検・医療情報との突合、介護給付費通知

+ 519

（円）

第２節 介護保険

１ 介護サービスの充実と質の確保
要介護認定者1,000人当たりの特別養護老人ホーム
及び老人保健施設利用者数（平成２６年９月）と介護
保険料（平成２４年度～平成２６年度）

１ 介護が必要になっても在宅で暮らしたいというニーズを踏まえ、在宅サービスの充実を図ることが必要。
２ 一方、在宅生活が困難な方のニーズに対応するため、施設サービスの確保も必要であるが、高齢者人口は平成３７年まで増加を続けた後に減少に転じるものと見込ま
れており、今後は、既存施設と在宅サービスによる対応を基本としたサービス基盤の整備を図ることが重要。

◯ 要介護認定者数の伸びは、後期高齢者数の増加等により、高齢者人口の伸びを上回る見込みとなっている。
◯ 在宅サービスの利用量の伸びは、特に、
・中重度の方を支える在宅サービス（定期巡回・随時対応型サービス、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護（旧複合型））
・増加が見込まれる認知症高齢者を支える在宅サービス（認知症デイサービス）

が増加し、要介護認定者数の伸びを上回る見込みとなっている。
◯ 施設サービスの利用量の伸びは、在宅サービスの充実を背景に、要介護認定者数の伸びを下回る見込みとなっている。

高齢者人口、要介護者数、サービス量の見込み

県の総人口 1,366,685人 － 116万1千人 (△15%)

高齢者人口 377,346人 402,678人 (6.7%増) 41万5千人 (10%増)

高齢化率 27.6% － － 35.8% (8.1ﾎﾟｲﾝﾄ増)

要介護認定者数 75,686人 81,190人 (7.3%増) 95,542人 (26%増)

要介護認定率 19.7% 20.2% (0.5ﾎﾟｲﾝﾄ増) 23.0% (3.3ﾎﾟｲﾝﾄ増)

在宅サービス

ホームヘルプサービス 531万回 695万回 (31%増) 1,098万回 (107%増)

デイサービス 198万回 229万回 (16%増) 302万回 (53%増)

ショートステイ 66万日 78万日 (18%増) 111万日 (68%増)

訪問看護 46万回 55万回 (20%増) 86万回 (87%増)

小規模多機能型居宅介護 6,605人 15,005人 (127%増) 18,854人 (185%増)

定期巡回・随時対応型サービス 0人 1,020人 － 1,380人 －

看護小規模多機能型居宅介護（旧複合型） 504人 913人 (81%増) 938人 (86%増)

認知症デイサービス 7万9千回 10万9千回 (38%増) 15万4千回 (95%増)

施設・居住系サービス

特別養護老人ホーム 6,211人 6,802人 7,373人

老人保健施設 5,187人 5,240人 5,788人

介護療養型医療施設 971人 920人 921人

認知症高齢者グループホーム 4,890人 5,097人 5,447人

特定施設入居者生活介護（介護専用型・混合型） 613人 769人 866人

（施設・居住系サービス 小計） 17,872人 18,828人 (5%増) 20,395人 (14%増)

平成２６年度 平成２９年度 （対26年度比） 平成３７年度 （対26年度比）

要介護認定者数の伸びを上回る見込み

要介護認定者数の伸びを下回る見込み

高齢者人口の伸びを上回る見込み
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（１）第６期介護保険料基準月額

本県の第６期介護保険料基準額は６，１７５円（１ヶ月当たり。市町

村加重平均。）となり、第５期と比較して６８４円増（＋１２．５％）

→第６期は全国第３位。第５期は第６位

全国の平均介護保険料基準額は５，５１４円（＋１０．９％）

第５期
（24～26年度） 第６期

（27～29年度） 増 減

青森県 5,491円 6,175円 ＋684円

全 国 4,972円 5,514円 ＋542円

第６章 高齢福祉保険課 事業概要



（注）介護保険事業状況報告（年報）より作成(平成２６年度以降は２月末現在の数値）。第２
号被保険者を除く。

0.0%
H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

青森県 全国
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（３）第１号被保険者に占めるサービス受給者の割合
・本県は、地域密着型サービスの給付が全国と比較して多い。
・認知症高齢者グループホームに係る給付は全国一。

区 分 本 県 全 国

居宅（介護予防）サービス １２．６６ %  (１０位) １１．４４ %

地域密着型（介護予防）サービス １．８１ % (７位) １．１８%

施設サービス ２．９４ % (２３位) ２．７３ %

介護老人福祉施設 １．３８ % (４４位) １．５０ %

介護老人保健施設 １．３４ % (１１位) １．０５ %

介護療養型医療施設 ０．２３ % (１７位) ０．１９ %

サービス総計（延べ） １７．４１ % (９位) １５．３６ %

（注）介護保険事業状況報告より作成。平成２７年１月サービス提供分。

（備考）第１号被保険者１人当たりの認知症高齢者グループホームに係る保険給付月額
・青森県 → ３，１９５（全国第１位）。 全国平均 → １,３９２円
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上十三

県平均

１ 今後、中重度の要介護者を在宅で支えるためには、在宅医療と介護サービスを一体的に提供することが重要。そのためには、在宅医療を行う医
療機関を核として、小規模多機能型居宅介護をはじめとした在宅サービスの普及が必要。
２ 在宅医療を推進していくためには訪問診療を提供する医療機関の拡充を図っていくことが期待されるが、圏域ごとに在宅医療体制の現状に応じた
介護サービスの提供が見込まれている。

◯ 青森圏域、津軽圏域は、在宅医療を行う医療機関の数が県平均より多く、こうした医療機関が中心となり小規模多機能型居宅介護が補完しな
がら在宅生活を支えることにより、特別養護老人ホーム等の施設サービスの利用見込みは県平均を下回っている。
◯ 西北五圏域、下北圏域、上十三圏域は、在宅医療を行う医療機関の数が県平均より少なく、特別養護老人ホーム等の施設サービスの利用見込
みは県平均を上回っている。
◯ 八戸圏域は、在宅医療を行う医療機関の数、特別養護老人ホーム等の施設サービスの利用見込みに大きな偏りがない。

在宅医療を行う届出医療機関
（在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所）

在宅医療料を算定している医療機関
（往診料、訪問往診料、看取り加算、在宅時医学総合管理料）

訪問看護事業所
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２ 在宅医療・介護連携

（１）制度の導入経緯

認証評価制度導入の背景
○ 少子高齢化の更なる進行、医療的ニーズの高まり、認知症高齢者の増加、重度化への対応など、
介護サービスのニーズの増大、高度化、多様化

○ 質の高い介護サービスを担う人材の確保のため、介護職員の処遇改善と人材育成が重要

【目的】 質の高い介護人材の確保・育成
利用者のニーズに合った質の高いサービスの提供

青森県介護サービス事業所認証評価制度の構築 ( H 2 7年度 )
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内閣府 介護保険制度に関する世論調査（平成２２年）厚生労働省 需給推計

青森県の介護職員の需給推計 介護職に対するイメージ

３ 青森県介護サービス事業所認証評価制度
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（２） 制度の概要

４つの分野ごとの評価項目と評価基準

１ 職員の処遇改善の取組を評価するための項目
３ 地域交流・コンプライアンス等の取組を評価するた
めの項目

２ 介護人材育成の取組を評価するための項目 ４ サービスの質の向上の取組を評価するための項目

（３） 認証評価制度の流れ
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事
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介
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事
業
所

①
認証申請

認証取得
のための
取組

認証取得に向けた
サポート

・認証取得のためのセミナー
・個別相談会
・個別コンサルティング

②

青
森
県
に
よ
る
審
査

③
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証
評
価
制
度
推
進
委
員
会
に
よ
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意
見

③

青
森
県
が
認
証

登録・公表
（有効期間2年）

認証・公表
（有効期間３年）

自
己
点
検

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

認証参加事業所

認証申請

事業者支援・各
種セミナー

宣言事業所募集

認証申請募集 認証申請募集

各種セミナー
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（４） 認証事業所のメリット

１ 県が実施する施設整備等の各種補助金を優先的に採択

２ 青森県介護サービス事業者等指導における実地指導頻度の緩和

３ 青森県介護人材確保・定着応援サイト「かいご応援ネットあおもり」で認証
事業所として紹介

４ 就職相談会等において、求職者に対し認証事業所であることを周知

５ 県主催の研修の優先的な受講決定

６ 県の推薦が必要な助成制度、研修等において優先的に推薦

７ 特定事業所集中減算除外要件である正当な理由として考慮

８ 県が実施する福祉・介護人材定着促進事業における研修代替職員の派遣
等に係る費用の一部負担等

認証マークを活用し認証事業所であることをアピール

（５） 認証事業所 認証マーク 

（６） かいご応援ネットあおもり

学生・一般求職者、サービス利用者・家族、介護サービス事業者、教育機関向けに、そ
れぞれが必要な情報を紹介
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第３節 国民健康保険

１ 一般状況

（１）加入状況（青森県内）

248,753 245,734 241,020 235,918 229,420 

458,321 446,823 
431,719 

415,128 
395,887 
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22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
世帯数 被保険者数 国保加入率

（世帯・人） （％）
加入状況の推移（年度末現在）

資料：国民健康保険事業年報（注）国保加入率＝国保被保険者数÷県人口×100

（注）保険料（税）には介護納付金分を含まない。

１人当たり保険料（税）県平均：81,573円 1世帯当たり保険料（税）県平均：141,927円
全国平均：84,674円 全国平均：142,186円

保険者名
一人当たり

保険料（税）
(順位）

一世帯当たり

保険料（税）
(順位） 保険者名

一人当たり

保険料（税）
(順位）

一世帯当たり

保険料（税）
(順位）

青森市 74,333 35 121,096 37 野辺地町 82,829 22 136,532 32

弘前市 82,119 23 143,084 26 七戸町 79,058 30 137,708 31

八戸市 78,983 31 129,624 35 六戸町 89,126 10 160,953 13

黒石市 86,886 13 159,239 14 横浜町 96,425 3 177,838 7

五所川原市 80,469 27 144,630 25 東北町 94,736 4 180,215 4

十和田市 80,324 28 139,200 30 六ヶ所村 77,973 33 140,443 29

三沢市 84,031 20 144,965 24 大間町 84,972 17 170,492 8

むつ市 85,597 15 142,921 27 東通村 90,000 8 179,852 6

平内町 109,820 1 211,100 1 風間浦村 75,296 34 131,688 34

今別町 72,674 36 115,489 40 佐井村 65,288 40 120,319 39

蓬田村 85,275 16 161,093 12 三戸町 87,453 11 167,617 9

鰺ヶ沢町 81,905 24 154,041 20 五戸町 86,961 12 153,106 21

深浦町 66,309 39 120,508 38 田子町 92,672 6 179,888 5

西目屋村 69,292 38 124,977 36 南部町 84,445 19 154,370 18

藤崎町 70,940 37 132,629 33 階上町 89,402 9 154,049 19

大鰐町 81,663 25 140,459 28 新郷村 84,001 21 155,466 17

田舎館村 78,924 32 148,173 23 つがる市 90,192 7 182,228 3

板柳町 84,863 18 166,476 10 外ヶ浜町 86,363 14 155,945 16

中泊町 98,615 2 189,747 2 平川市 80,603 26 152,218 22

鶴田町 79,214 29 156,478 15 おいらせ町 93,548 5 165,942 11

（２）国保保険料（税）の比較 （平成26年度）

資料：国民健康保険事業年報
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（注）収納率は、居所不明者分調定額を控除した調定額を用いて算出している。（小数点第3位未満四捨五入）

（３）国保の市町村別収納率（現年度分）

資料：国民健康保険事業年報

○平成26年度の収納率を市町村別に見ると、外ヶ浜町（95.96％）が最も高く、大間町（80.31％）が
最も低い。
○平成26年度においては、24市町村において収納率が上昇した。

保険者
番号

保険者名
26年度 25年度 対前年度増減 保険者

番号
保険者名

26年度 25年度 対前年度増減

順位 順位 順位 順位 順位 順位

1 青森市 88.29 32 88.37 31 -0.08 27 40 野辺地町 94.24 10 93.53 13 0.71 12

2 弘前市 86.23 37 86.00 37 0.23 21 41 七戸町 95.42 4 95.04 7 0.38 15

3 八戸市 86.87 34 86.16 36 0.71 11 44 六戸町 93.47 14 92.86 15 0.61 13

4 黒石市 90.87 23 90.02 26 0.85 10 45 横浜町 92.11 19 90.84 20 1.27 5

5 五所川原市 90.58 26 90.25 24 0.33 16 47 東北町 89.97 28 88.96 29 1.01 7

6 十和田市 88.29 32 88.00 32 0.29 18 50 六ヶ所村 90.14 27 89.15 28 0.99 8

7 三沢市 85.58 38 86.87 34 -1.29 37 53 大間町 80.31 40 80.53 40 -0.22 30

8 むつ市 90.77 25 90.46 23 0.31 17 54 東通村 83.28 39 83.46 39 -0.18 28

9 平内町 94.01 11 94.80 8 -0.79 35 55 風間浦村 92.22 17 90.21 25 2.01 2

11 今別町 93.94 13 95.28 4 -1.34 38 56 佐井村 92.18 18 89.86 27 2.32 1

12 蓬田村 89.05 30 90.69 21 -1.64 40 58 三戸町 94.50 8 94.57 9 -0.07 26

15 鰺ヶ沢町 91.68 20 91.66 17 0.02 24 59 五戸町 94.76 6 93.33 14 1.43 4

17 深浦町 95.45 3 95.31 3 0.14 22 60 田子町 94.97 5 95.17 5 -0.20 29

25 西目屋村 93.96 12 94.47 10 -0.51 32 62 南部町 94.32 9 92.41 16 1.91 3

26 藤崎町 92.27 16 93.65 12 -1.38 39 63 階上町 88.74 31 87.53 33 1.21 6

27 大鰐町 91.32 21 91.35 19 -0.03 25 67 新郷村 95.87 2 95.60 2 0.27 19

32 田舎館村 94.72 7 95.13 6 -0.41 31 70 つがる市 90.90 22 90.63 22 0.27 19

34 板柳町 89.41 29 88.53 30 0.88 9 71 外ヶ浜町 95.96 1 97.16 1 -1.20 36

36 中泊町 86.87 34 86.73 35 0.14 22 72 平川市 90.84 24 91.59 18 -0.75 33

37 鶴田町 93.08 15 93.86 11 -0.78 34 73 おいらせ町 86.49 36 86.00 37 0.49 14

市町村計 89.10
全国
45位

88.84
全国
42位

0.26 －

84

86

88

90

92

94

96

98

100

36
S

38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 1
H

3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25

全国平均 青森県

（４）国保の市町村別収納率（現年度分）の推移

（％）

全国平均
（H26）
91.0

青森県
(H26)
89.1

(S50)
96.9

(H21)
87.6

資料：国民健康保険事業年報
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２ 医療費の状況

（１）国民健康保険医療費の概況（青森県内）

年 度
区 分

H24 H25 H26

年度平均被保険者数（人） 441,427 425,503 406,955

医療費（千円） 130,273,411 129,504,825 127,634,392

1人当たり医療費（円）
（前年比（％））

295,119
（102.0）

304,357
（103.1）

313,633
（103.0）

受診率
※100人当た

り件数

入 院 22.836 21.130 21.664

入院外 798.528 809.721 825.259

歯 科 116.996 121.203 125.248

計 934.080 952.055 972.171

1件当たり
日数

入 院 15.24 16.24 15.82

入院外 1.66 1.64 1.60

歯 科 2.38 2.35 2.29

計 2.08 2.05 2.01

（注）市町村は3月～2月ﾍﾞｰｽ、国保組合は4月～3月ﾍﾞｰｽの値を用いている。

1人当たり医療費（年額）：年間総医療費÷年度平均被保険者数
受診率：レセプト件数÷受給者数×100
1件当たり日数 ：診療実日数÷レセプト件数

資料：国民健康保険事業年報

（２）国民健康保険の1人当たり医療費の推移

280,525 

289,218 
295,121 

304,357 

313,633 

288,816 

298,155 

305,210 

313,483 

321,885

250,000

260,000

270,000

280,000

290,000

300,000

310,000

320,000

330,000

H22 H23 H24 H25 H26

青森県平均 全国平均

（円）

資料：国民健康保険事業年報

本県の国民健康保険の一人当たり医療費は、年々増加傾向にあるものの、全国平均を
下回って推移している。
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財政安定化支援事業

約50％ 約50％

○普通調整交付金（７％）

市町村間の財政力の不均衡
等（医療費、所得水準）を調整
するために交付。

○特別調整交付金（２％）

画一的な測定方法によって、
措置できない特別の事情（災
害等）を考慮して交付。

調整交付金（国）

（９％）

144.0億円

調整交付金（国）

（32％）

306.5億円

定率国庫負担

公費負担額（全国）

国 計 ： 33,300億円

都道府県計： 11,500億円

市町村計： 1,400億円

市町村への地方財政措置：16.1億円

○高額な医療費（１件80万円超）の発生

による国保財政の急激な影響の緩和を

図るため、市町村国保からの拠出金を

財源に、都道府県単位で負担を共有

事業規模：37.8億円
国と都道府県は１/４ずつ負担

高額医療費共同事業

医療給付費等総額： 約1,055.8億円

保険料

（354.0億円）

○ 低所得者の保険料軽減分を公費で
支援。
事業規模： 65.2億円

（都道府県 3/4、市町村 1/4）

○ 低所得者数に応じ、保険料額の一定

割合を公費で支援
事業規模： 13.2億円
（国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4）

都道府県
調整交付金

（９％）

83.6億円

保険財政共同
安定化事業○ 国保間の保険料の平準化、財政の

安定化を図るため、都道府県内の国

保の医療費について、各国保からの

拠出金を財源として、都道府県単位で

負担を共有 事業規模：153.1億円

保険財政共同安定化事業

※ 平成２６年度決算における決算補填等の目的の一般会計繰入の額

前期高齢者交付金

○国保・被用者保険の65歳から
74歳の前期高齢者の偏在に
よる保険者間の負担の不均
衡を、各保険者の加入者数に
応じて調整。

前期高齢者交付金

301.0億円

保険料軽減制度

保険者支援制度

保険者支援制度

保険料軽減制度

高額医療費共同事業

法定外一般会計繰入

約17.6億円※

３ 財政状況

（１）市町村国保財政の状況（平成26年度実績ベース）

４ 特定健康診査・特定保健指導

平成20年度から、内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）に着目した「特定健康診
査・特定保健指導」を40歳から74歳までの被保険者に対して実施している。

資料：特定健康診査・特定保健指導の実施状況（厚生労働省）
平成26年度は速報値（国保中央会調べ）
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（％）
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（％）
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第４節 後期高齢者医療

１ 一般状況

<対象者> 75歳以上の者及び65歳以上74歳以下で一定の障害のある者

（１）加入状況（青森県内）

資料：後期高齢者医療事業状況報告（厚生労働省）、住民基本台帳月報（青森県市町村課）

（人）

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
75歳以上① 163,246 169,605 175,486 179,811 185,100 187,227 188,773 191,910
65歳～74歳② 9,768 9,427 8,955 8,805 8,799 8,904 9,011 9,117
合計（①＋②） 173,014 179,032 184,441 188,616 193,899 196,131 197,784 201,027
後期高齢者の割合 12.2% 12.7% 13.2% 13.6% 14.2% 14.5% 14.8% 15.2%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

加入状況の推移（人）

（２）健康診査

資料：青森県後期高齢者医療広域連合資料
全国高齢者医療・国民健康保険主管課（部）長及び後期高齢者医療広域連合事務局長会議資料

10.0
10.9

16.4
18.1

19.2
20.5

21.8

20.7
21.9 22.7

23.7 24.5 25.1
26.0 

0

5

10

15

20

25

30

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

後期高齢者の健康診査受診率の推移

県内平均 全国平均

（％）

青森県後期高齢者医療広域連合では、生活習慣病の早期発見と重症化予防のため、健康
診査を実施している。平成26年度の受診率は21.8％で、平成25年度と比較すると1.3ポイン
ト増加しているが、全国平均を下回って推移している。
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２ 医療費の状況

（１）後期高齢者医療費の概況（青森県内）

年 度
区 分

24
（3月～2月）

25
（3月～2月）

26
（3月～2月）

年度平均被保険者数（人） 191,127 195,230 196,906

（再掲）65歳～74歳 （8,806） （8,801） （8,999）

医療費（千円）
（前年比（％））

153,530,123
（102.1）

157,664,859
（102.7）

158,691,095
（100.7）

1人当たり医療費（円）
（前年比（％））

803,287 807,586 805,924

受診率
※100人当た

り件数

入 院 75.5 72.3 70.8

入院外 1577.3 1585.9 1578.5

歯 科 98.6 105.4 109.2

計 1751.4 1763.6 1758.5

1件当たり
日数

入 院 17.8 17.8 17.7

入院外 2.0 1.9 1.9

歯 科 2.4 2.4 2.3

計 2.7 2.6 2.5

資料：後期高齢者医療事業状況報告（厚生労働省）

1人当たり医療費（年額）：年間総医療費÷年度平均被保険者数
受診率：レセプト件数÷受給者数×100
1件当たり日数 ：診療実日数÷レセプト件数

（２）後期高齢者の一人当たり医療費の推移

資料：後期高齢者医療事業状況報告（厚生労働省）

（注）平成20年度は4月から2月までの11ヶ月分

本県の後期高齢者の一人当たり医療費は、年々増加傾向にあるものの、全国平均を下
回って推移している。
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後期高齢者医療制度保険給付費
（総額 1,493.0億円）

後期高齢者
支援金

（４／１０）
594.5億円

市町村負担金
（１／１２）
119.0億円

県負担金
（１／１２）
119.0億円

国負担金
（３／１２）
357.0億円

保険料等
（１／１０）
141.8億円
※国支援分含む

国調整交付金
（１／１２）
161.9億円

３ 後期高齢者医療制度の財政の概要（平成２６年度実績）

青森県高齢者医療広域連合が行う原則75歳以上の高齢者の医
療に要する経費の一部を負担する。
（負担率 国：県：市町村＝3/12：1/12：1/12）
平成26年度県負担金 11,895,821千円

後期高齢者医療費負担金

保険料収納額の不足等による青森県後期高齢者広域連合の財
源不足に対して、資金の貸付・交付を行うため、県に設置する
「青森県後期高齢者医療財政安定化基金」に拠出する。
（負担率 国：県：広域連合＝1/3：1/3：1/3）
平成26年度積立金総額 2,363千円
平成26年度末基金残高 2,252,902千円

後期高齢者医療財政安定化基金積立金

青森県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療の1件
当たり80万円を超える高額医療に関する給付に要する経費の一
部を負担する。
（負担率 国：県：広域連合＝1/4：1/4：2/4）
平成26年度県負担金 480,065千円

後期高齢者医療高額医療費負担金

市町村が低所得者層に対して行った保険料の軽減分を基に算
定した額を一般会計から後期高齢者医療特別会計に繰り入れる
経費の一部を負担する。
（負担率 県：市町村＝3/4：1/4）
平成26年度県負担金 2,637,944千円

後期高齢者医療保険基盤安定制度

第５節 保険医療機関等の指導監査の実施状況

東北厚生局青森事務所（健康保険法及び船員保険法所管）と合同で実施。
［担当者］事務職員、医療指導監、指導監査専門医、指導監査専門薬剤師

（根拠法令） 健康保険法第７３条、船員保険法第５９条、国民健康保険法第４１条、
高齢者の医療の確保に関する法律第６６条

（２）実施体制

･集団指導･･･・新規指定や指定更新等の保険医療機関等に対して、保険診療（調剤）の取
扱いや過去の指導事例等について、講習、講演方式で行う指導。

・集団的個別指導・・・診療報酬明細書（調剤報酬明細書）の１件当たりの平均点数が高い
保険医療機関等に対して、個別に簡便な面接懇談方式で行う指導。

・個別指導・・・高点数保険医療機関等に対して、指導月以前の連続した２ヵ月分の診療報
酬明細書に基づき、面接懇談方式で行う指導。

（３）指導方法

保険医療機関及び保険医（保険薬局及び保険薬剤師）を対象に、保険診療（保険調剤）の
質的向上と適正化を図ることを目的に実施。

（１）業務の概要

第６章 高齢福祉保険課 事業概要

-225-



（４）指導状況

保険医療
機関等

指導内容 平成25年度 平成26年度 平成27年度

医科 集団指導 ８８ １２１ １７３

集団的個別指導 ４０ ３８ ３５

個別指導 ２９ ３６ ４４

歯科 集団指導 １６ ２５ ５７

集団的個別指導 ４２ ４４ ４１

個別指導 ３２ ３５ ３３

薬局 集団指導 ８０ ９６ １１７

集団的個別指導 ４５ ４５ ４７

個別指導 ４０ ４９ ５６

（単位：件）
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第１表　老人クラブ結成状況

第２表　養護者による高齢者虐待件数

第３表   認知症サポーター及びキャラバン・メイト数

第４表　認知症サポート医数

第５表  認知症介護研修実施状況（平成27年度）

第６表  認知症疾患医療センター指定状況                

第７表　平成２７年度介護講座等実施状況

第８表　介護員養成研修実施状況     

年　　度 23 24 25 26 27

クラブ数（クラブ） 1,697 1,690 1,621 1,585 1,548

会 員 数（人） 65,893 62,243 58,437 54,856 52,013

（各年度末現在。青森市分を含む。）

年度 22 23 24 25 26

高齢者虐待件数 242 162 148 206 154

年度 19 20 21 22 23 24 25 26 27

認知症サポーター 2,955 6,357 11,757 19,115 24,291 30,862 37,346 45,784 58,338

キャラバン・メイト 53 184 335 461 687 828 828 1,102 1,232

実施課程 回　数 受講者数

認知症介護指導者フォローアップ研修 1 0

認知症介護実践者研修 4 353

認知症介護実践リーダー研修 1 60

認知症対応型サービス事業開設者研修 1 10

認知症対応型サービス事業管理者研修 2 111

小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 1 24

講　　　座　　　名 回 数 受講者数 講　　　座　　　名 回 数 受講者数

知って得する介護講座 26 608 介護スキルアップ研修 11 619

高齢者疑似体験講座 13 318 福祉用具・住宅改修研修会 2 96

出張家庭介護講座 25 490 福祉機器展及び相談会 2 2691

受講対象
者

受講時間

年度 23 24 25 23 24 25 23 24 25 25 26 27

修了者数 531 528 168 11 10 － 2,296 2,055 689 1,024 1,192 1,059

初任者研修課程

現に、常勤又はこれに準ず
るホームヘルパーとして従
事している者又はホームヘ
ルパーとして従事すること
が確定している者

基礎研修課程 １級課程

介護福祉士資格を所持しな
い者で、今後介護職員とし
て従事しようとする者若し
くは現任の介護職員

２級課程修了者であって現
にホームヘルパーとして従
事している者又はホームヘ
ルパーとして従事すること
が確定している者で基幹的
業務を行うホームヘルパー
を目指す者

２級課程

訪問介護事業に従事しよう
とする者若しくは在宅・施
設を問わず介護の業務に従
事しようとする者

１３０時間 １３０時間

※介護職員基礎研修課程及び訪問介護に関する２級課程の平成25年度修了者は、経過措置により平成24年度末までに各課程
の受講を開始し、平成25年4月1日以降に修了した者の数

５００時間 ２３０時間

年度 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

認知症サポート医数 3 6 9 9 9 9 9 12 13 19 29

圏　域 医療機関名 指定開始年月日  備　考
青　森 県立つくしが丘病院 H21.4.1 地域型
津　軽 弘前愛成会病院 H23.11.1 地域型
八　戸 青南病院 H23.11.1 地域型
上十三 高松病院 H24.11.1 地域型
西　北 つがる総合病院 H26.10.1 地域型
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第９表　老人福祉施設等状況（各年度４月１日現在）

第１０表　介護認定審査会の設置状況（平成28年4月1日現在）

第１１表　要介護（要支援）認定者数 (平成28年3月末)      　

第１２表　介護認定審査会委員研修の実施状況

第１３表　主治医研修の実施状況

第１４表　認定調査員研修の実施状況

施設種別 年度 24 25 26 27 28

か所 8 8 8 8 8
定員 520 520 520 520 520
か所 92 97 106 112 112
定員 4,804 4,932 5,195 5,431 5,442
か所 49 48 49 50 50
定員 4,164 4,224 4,244 4,273 4,273
か所 20 20 20 20 20
定員 595 595 595 595 595
か所 137 161 180 198 210
定員 3,669 4,659 5,211 5,663 6,157

（青森市所管分を除く。)

養 護 老 人 ホ ー ム

特別養護老人ホーム

介護老人保健施設

軽 費 老 人 ホ ー ム

有 料 老 人 ホ ー ム

老人福祉圏域名 　　 広　域　組　織　名 審査会設置年月日 合議体数  委員数

１　青森地域 青森地域広域事務組合  H11.10. 4 23 113

２　津軽地域 津軽広域連合  H11. 8.21 30 150

３　八戸地域 八戸地域広域市町村圏事務組合  H11.10. 1 20 140

４　西北五地域 つがる西北五広域連合  H11. 9.13 24 120

５　下北地域 下北圏域介護認定審査会 H11.10.25 7 34

６　上十三地域 上北地方教育・福祉事務組合  H11.10. 1 16 96

　合　計 120 653

（単位:人、％）

要支援 要支援 要介護 要介護 要介護 要介護 要介護

1 2 1 2 3 4 5

7,474 8,442 15,441 15,256 10,870 10,197 9,157 76,837 19.3

構成比 9.7 11.0 20.1 19.9 14.1 13.3 11.9 100.0  

※要介護（要支援）認定者数には、第１号被保険者のほか第２号被保険者を含む。

合　計

認定者数

第１号被保
険者に対す
る割合

年月日 場　所 参加者数

27.11.30 青 森 市      52人

27.12.18 弘 前 市      73人

27.12.21 八 戸 市     127人

27.12.7 五所川原市      56人

27.12.8 む つ 市      32人

27.12.14 十和田市      97人

介護認定審査会委員研修

主治医研修

実施期間 平成27年11月26日

実施場所 青森市、弘前市、八戸市、むつ市

参加者数 68人

年月日 場　所 参加者数 対象

27.6.1 青 森 市 335人 新任

27.12.10 青 森 市 548人

27.12.17 弘 前 市 556人

27.12.16 八 戸 市 457人

認定調査員研修

現任
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第１５表　介護支援専門員の養成状況等

第１６表　介護サービス事業者等の指定状況（平成28年4月1日現在）

第１７表  介護保険審査会における裁決の状況　（平成28年3月末現在）

第１８表　集団指導実施状況

区分   　　　   年度 23 24 25 26 27

実務研修受講試験合格者(人) 242 366 278 361 191

実務研修修了者(人) 245 366 273 358 197

訪問介護 403件 介護予防訪問介護 402件

訪問入浴介護 46件 介護予防訪問入浴介護 42件

訪問看護 298件 介護予防訪問看護 293件

訪問リハビリ 137件 介護予防訪問リハビリ 135件

居宅療養管理指導 851件 介護予防居宅療養管理指導 843件

通所介護 244件 介護予防通所介護 347件

通所リハビリ 69件 介護予防通所リハビリ 69件

短期入所生活介護 124件 介護予防短期入所生活介護 119件

短期入所療養介護 66件 介護予防短期入所療養介護 62件

特定施設入居者生活介護 14件 介護予防特定施設入居者生活介護 12件

福祉用具貸与 91件 介護予防福祉用具貸与 90件

特定福祉用具販売 86件 介護予防特定福祉用具販売 86件

2,429件 2,500件

47件

介護老人福祉施設 80件

介護老人保健施設 50件

介護療養型医療施設 13件 介護予防認知症対応型通所介護 54件

143件 介護予防小規模多機能型居宅介護 29件

介護予防認知症対応型共同生活介護 264件

448件 347件

6,413件

夜間対応型訪問介護 1件  

認知症対応型通所介護 56件 ※中核市分を除く

小規模多機能型居宅介護 31件

認知症対応型共同生活介護 267件

地域密着型特定施設入居者生活介護 3件

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 32件

複合型サービス 1件

地域密着型通所介護 108件

499件

5.　介護予防サービス1.　在宅サービス

     小 　 計

     小　計

     小 　 計

2.　施設サービス

     小　計

3.　居宅介護支援事業

4.  地域密着型サービス

6.　介護予防支援

7.　地域密着型介護予防サービス

     小 　 計

     合　　計（１～７）

却　下 認　容 棄　却

72(39) 21(17)  49(21) 0(0) 12(12)  37(9)

※( )は要介護認定に係る審査請求

審査請求件数 取り下げ件数
裁決件数

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

居宅サービス事業者 1,359 1,130 1,178 1,268 1,237

居宅介護支援事業者 490 371 397 416 420

介護保険施設 173 141 138 144 140

計 2,022 1,642 1,713 1,828 1,797

区　　　　分
実施事業者（施設）数
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第１９表　実地指導・監査実施状況

第２０表　低所得対策実施状況

第２１表　地域包括支援センター職員等研修事業（平成27年度）

第２２表　技術的助言の実施状況

実地指導 監査 計 実地指導 監査  計 実地指導 監査  計 実地指導 監査  計 実地指導 監査  計

37 38 75 41 58 99 36 0 36 85 3 88 66 8 74

5 10 15 5 18 23 0 0 0 12 3 15 7 5 12

34 1 35 32 0 32 35 0 35 70 0 70 48 2 50

介護老人福祉施設 14 0 14 22 0 22 23 0 23 31 0 31 37 1 38

介護老人保健施設 20 1 21 10 0 10 12 0 12 39 0 39 11 1 12

介護療養型医療施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

33 34 67 29 51 80 29 0 0 85 3 88 62 8 70

109 83 192 107 127 234 100 0 100 252 9 261 183 23 206

※平成24年度までは「営利法人の運営する介護サービス事業者に対する指導監査」を「監査」として実施。

実施事業者（施設）数

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

計

　区　分

介護予防サービス事業者

介護保険施設

居宅介護支援事業者

居宅ｻｰﾋﾞｽ事業者

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

障害者ホームヘルプサービス
利用者に対する支援措置

4 2 2 2 2

社会福祉法人等による生計困
難者等に対する介護保険サー
ビスに係る利用者負担額軽減
制度

22 20 22 22 22

離島等地域における特別地域
加算に係る利用者負担額軽減
措置

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

※市町村数は、交付決定時点。

中山間地域等の地域における
加算に係る利用者負担軽減措
置

　　区　　　　　　　分
　　　　　　　　　実施市町村数

研　　　修　　　名 開催場所 修了者数 委　　託　　先

地域包括支援センター職員研修 青森市    81人
青森県地域包括・在宅介護
支援センター協議会

介護予防支援従事者研修 青森市   375人
青森県地域包括・在宅介護
支援センター協議会

［保険者の技術的助言の実施状況］

年度 保険者数（保険者）

25 23

26 18

27 23

［広域連合等の技術的助言の実施状況］

年度 実施件数（件）

25 11

26 11

27 14
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第２３表  国民健康保険審査会における裁決の状況

第２４表　高額医療費共同事業（国・県・市町村の負担額）（市町村国保）

第２５表　保険基盤安定負担金（市町村国保）

第２６表　財政調整交付金（市町村国保）

第２７表　療養諸費

第２８表　保険料（税）賦課状況（現年分）

却　下 認　容 棄　却

25 2 0 2 2

26 0 0 0

27 0 0 0

年度 審査請求件数 取り下げ件数
裁決件数

（単位：円）

年度 国 県 市町村 合計

（負担割合） （1/4） （1/4） （1/2） （10/10）

24 890,378,192 890,378,192 1,780,756,451 3,561,512,835

25 913,092,536 913,092,536 1,826,185,136 3,652,370,208

26 944,440,176 944,440,176 1,888,880,404 3,777,760,756

27 ※ 1,012,759,112 1,012,759,112 2,025,518,288 4,051,036,512

※平成27年度は、変更交付決定の額

（単位：千円）

県（3/4） 市町村（1/4） 小計 国（1/2） 県（1/4） 市町村（1/4） 小計

25 4,375,956 1,458,652 5,834,608 562,149 281,074 281,074 1,124,297 6,958,905

26 4,890,690 1,630,230 6,520,920 656,141 328,070 328,070 1,312,281 7,833,201

27 4,961,642 1,653,881 6,615,523 1,690,487 845,243 845,243 3,380,973 9,996,496

保険者支援分保険料軽減分
計年度

区分

件数 費用額 1人あたり 100人あたり 件数 費用額 1人あたり 100人あたり

年度 （件） （千円） 医療費（円） 受診件数（件） （件） （千円） 医療費（円） 受診件数（件）

24 6,571,621 130,015,008 295,626 1,489 576,376,112 11,659,768,862 305,210 1,478

25 6,475,153 129,240,667 304,844 1,522 574,466,092 11,764,145,311 313,483 1,501

26 6,380,537 127,402,762 314,222 1,568 572,841,187 11,802,187,668 321,885 1,532

青森県 全国

区分

調定額 １世帯あたり 1人あたり 収納率 調定額 １世帯あたり 1人あたり 収納率

年度 （千円） の額（円） の額（円） （％） （千円） の額（円） の額（円） （％）

24 34,468,093 141,198 78,373 88.69 3,668,776,019 142,323 82,744 89.86

25 35,078,343 146,660 82,740 88.84 3,700,341,545 144,246 84,815 90.42

26 33,074,211 141,927 81,573 89.10 3,638,873,898 142,652 84,951 90.95

（注１）１世帯･1人あたり保険料には介護納付金分を含まない。

（注2）収納率には居所不明者分調定額を控除した調定額を用いて算出している。

青森県 全国

（単位：千円）

区分

年度 普通 特別 計 普通 特別 計 普通 特別 計

25 11,343,420 2,731,245 14,074,665 7,780,263 554,699 8,334,962 19,123,683 3,285,944 22,409,627

26 11,946,011 2,448,583 14,394,594 7,826,523 533,057 8,359,580 19,772,534 2,981,640 22,754,174

27 12,125,562 2,098,495 14,224,057 6,774,412 1,501,014 8,275,426 18,899,974 3,599,509 22,499,483

国 県 合       計
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第２９表　保険料（税）滞納世帯数、滞納額、短期被保険者証等の交付状況（市町村国保）

第３０表　差押世帯数・差押額（市町村国保）

第３１表　単年度収支、実質収支、基金等保有額の状況（市町村国保）

第３２表  後期高齢者医療審査会における裁決の状況

第３３表　後期高齢者医療給付費負担金

第３４表　後期高齢者医療基盤安定制度負担金

（単位：世帯数、千円）

区分

滞納世帯 滞納額 短期被保険者証 資格証明書 滞納世帯 滞納額 短期被保険者証 資格証明書

年度 交付世帯 交付世帯 交付世帯 交付世帯

24 47,468 4,327,132 14,605 3,392 3,721,615 325,369,012 1,169,533 277,039

25 45,395 4,349,621 14,419 3,011 3,606,485 309,965,105 1,143,361 264,533

26 43,295 3,991,887 12,823 2,860 3,364,023 285,817,442 1,018,980 234,367

※翌年6月1日現在

青森県 全国

区分

延べ差押数 差押金額 延べ差押数 差押金額

年度 （世帯） （千円） （世帯） （千円）

24 4,841 1,971,524 243,540 89,626,374

25 4,842 1,987,650 260,174 93,589,214

26 4,243 1,802,374 277,303 94,314,604

（注）滞納世帯数は各年度６月１日の状況（過年度分も含む）、滞納額は現年度分の状況

青森県 全国

区分

実質収支

収支額 収支額 収支額 収支額

年度 割合 （億円） 割合 （億円） 割合 （億円） （億円）

24 40 20 50.0% △ 6 25 62.5% △ 13 5 1,717 819 47.7% 574 △ 3,053

25 40 18 45.0% 1 25 62.5% △ 16 5 1,717 905 52.7% 206 △ 3,139

26 40 21 52.5% △ 6 27 67.5% △ 24 6 1,716 967 56.4% △ 210 △ 3,585

基金等保
有額ゼロ
市町村数

全国青森県

単年度収支

保険者数
赤字団体数

実質収支

赤字団体数
保険者数

単年度収支

赤字団体数

却　下 認　容 棄　却

24 0 0 0  

25 0 0 0

26 0 0 0

 年度
 審査請
求件数

取り下げ
件数

裁決件数

（単位：円）

国 県 市町村

年度 （3/12） （1/12） （1/12）

24 34,493,092,813 11,497,697,604 11,497,697,604

25 35,430,672,579 11,810,224,193 11,810,224,193

26 35,687,465,889 11,910,166,761 11,910,166,761

（単位：円）

県 市町村

年度 （3/4） （1/4）

24 2,424,649,146 808,216,382

25 2,482,386,037 827,462,012

26 2,637,943,449 879,314,526
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第３５表　後期高齢者医療高額医療費国庫負担金

第３６表　後期高齢者医療財政安定化基金積立額

（単位：円）

国 県 広域連合

年度 （1/4） （1/4） （2/4）

24 468,286,722 468,286,722 936,573,444

25 469,742,919 469,742,919 939,485,838

26 480,064,753 480,064,753 960,129,506

年度 国 県 広域連合 運用益 計

20 110,003,742 110,003,742 110,003,742 330,011,226 0 0 330,011,226 330,011,226

21 110,003,740 110,003,740 110,003,740 3,777,949 333,789,169 0 0 333,789,169 663,800,395

22 126,602,894 126,602,894 126,602,894 379,808,682 0 0 379,808,682 1,043,609,077

23 126,602,890 126,602,890 126,602,890 7,614,047 387,422,717 0 0 387,422,717 1,431,031,794

24 135,472,465 135,472,465 135,472,465 4,102,300 410,519,695 0 0 410,519,695 1,841,551,489

25 135,472,450 135,472,450 135,472,450 2,569,864 408,987,214 0 0 408,987,214 2,250,538,703

26 0 0 0 2,363,065 2,363,065 0 0 2,363,065 2,252,901,768

27 0 0 0 2,146,120 2,146,120 0 0 2,146,120 2,255,047,888

基金積立額
貸付金 交付金 年度計 残高
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